
○幼稚園等施設における教育の条件整備を中心とした、今後の幼児教育に関する方向性を総合的に検討したプログラム。

　６つの重点事項のもと、幼児教育充実へ向けた取り組みを記載。（実施期間は平成１９～２２年度）

○「幼児教育振興アクションプログラム」（H18.10）や中央教育審議会答申（H17.1）における具体的な施策の提言、認定こども園制度等の幼児教育をめぐる状況の変化を踏まえて策定。


大 分 県 幼 児 教 育 振 興 プ ロ グ ラ ム








①希望するすべての幼児に対する充実した幼児教育の提供


目標１　入園を希望するすべての満３歳児～５歳児に対して質の高いきめ細かな幼児教育を提供する。


～教育環境の充実　　地域の実情に応じた施設の整備　等





②発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育の充実


目標２　小学校との連携、道徳性の芽生えを培う教育、食育などに取り組み、幼稚園教育要領、保育所保育指針の理解を深め、幼児教育の充実を図る。


～幼小連携を位置づけた教育課程の作成　　幼小連携をすすめる研修の充実　等





③教員、保育士の資質及び専門性の向上


 目標３　幼稚園教諭上級免許状を所有する現職教員数の増加に努める。


～研修の充実　　上級免許状の取得機会の拡大　等





④幼稚園等施設における家庭や地域社会の教育力への支援


目標４　幼稚園等施設が「地域の幼児教育のセンター」としての役割を果たすよう、当該園児のみならず、地域の幼児及びその保護者を対象とする子育て支援活動を推進する。


～子育て支援　　「預かり保育」の推進　等





⑤家庭や地域社会と一体となった幼児教育の推進


目標５　家庭や地域社会における幼児を取り巻く教育環境を整備する。～「協育ネットワーク」の普及、開かれた施設づくり　等





⑥認定こども園制度の活用と幼稚園・保育所の連携


目標６　認定こども園制度の周知をすすめるとともに、幼稚園と保育所の連携


　　　促進する。


～幼稚園と保育所関係者が共に参加する研修機会の提供　　関係各課の連携　等
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